
日時 ２０１９年７月６日（土）午後１時～午後５時３０分 

場所 弁護士会館１７階 １７０１会議室 

主催 日本弁護士連合会 

進 行 次 第 

司会 洞澤 美佳（弁護士・日本弁護士連合会消費者問題対策委員会委員） 

   加藤 拓也（弁護士・日本弁護士連合会消費者問題対策委員会委員） 

 

 開会挨拶                                         午後１時～      

 小池 達哉（弁護士・日本弁護士連合会副会長） 

 

 趣旨説明                                    

佐藤 由麻（弁護士・日本弁護士連合会消費者問題対策委員会副委員長）  

 

 基調講演「特例法裁判制度の機能と限界」                       午後１時１５分～  

三木 浩一 氏（慶應義塾大学大学院法務研究科教授・弁護士） 

 

 基調講演「消費者集団被害事件と弁護士の取り組み」            午後２時０５分～  

大迫 惠美子（弁護士・日本弁護士連合会消費者問題対策委員会委員） 

 

基調講演「「消費者裁判手続特例法」の最新運用状況と今後のさらなる活用に向けて」 

                                                               午後２時４５分～   

大高 友一（弁護士・日本弁護士連合会消費者問題対策委員会幹事） 

（休憩・１５分） 

 パネルディスカッション                                    午後３時４０分～   

【パネリスト】 

 三木 浩一 氏（慶應義塾大学大学院法務研究科教授・弁護士） 

 大迫 惠美子（弁護士・日本弁護士連合会消費者問題対策委員会委員） 

 大高 友一（弁護士・日本弁護士連合会消費者問題対策委員会幹事） 

 石田 幸枝 氏（全国消費生活相談員協会理事） 

【コーディネーター】 

 伊藤 陽児（弁護士・日本弁護士連合会消費者問題対策委員会幹事） 

 

 閉会挨拶・まとめ                                            午後５時２５分～  

 黒木 和彰（弁護士・日本弁護士連合会消費者問題対策委員会委員長） 

第３０回日弁連夏期消費者セミナー 

集団的消費者被害回復の到達点と今後の展望 

～消費者団体訴訟の活用を目指して～ 
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登壇者 プロフィール 

 

◆三木 浩一（みき こういち）氏 

○慶應義塾大学大学院法務研究科教授 

専門：民事訴訟法、倒産法、裁判外紛争解決 

1984 年 3 月 慶應義塾大学大学院法学研究科修了 

1987 年 4 月 慶應義塾大学法学部助手 

1992 年 4 月 慶應義塾大学法学部助教授 

1997 年 4 月 慶應義塾大学法学部教授 

2004 年 4 月より現職 

○その他職歴： 

1984 年 4 月 高裁判所司法修習生、1986 年 4 月弁護士登録、1990 年 2 月

メルボルン大学客員研究員、1993 年 4 月イェール大学客員研究員、2012 年

10 月カリフォルニア大学ヘイスティングス校客員研究員 

○所属学会：日本民事訴訟法学会（理事長）、仲裁 ADR 法学会（理事長） 

○立法関係 

消費者団体訴訟制度検討委員会委員長代理（内閣府）、集団的消費者被害

回復制度等に関する研究会座長（内閣府）、集団的消費者被害救済制度研究

会座長（消費者庁）、集団的消費者被害救済制度専門調査会座長代理（消費

者委員会）、法制審議会各種部会幹事・委員（法務省） 

○主要な著書： 

・『ロースクール民事訴訟法〔第 5版〕』（有斐閣・2019 年・共編著） 

・『民事訴訟法〔第 3版〕』（有斐閣・2018 年・共著） 

・『民事訴訟による集合的権利保護の立法と理論』（有斐閣・2017 年・単著） 

・『民事手続法の現代的機能』（信山社・2014 年・共編著） 

・『国際仲裁と企業戦略』（有斐閣・2014 年・共編著） 

・『民事訴訟における手続運営の理論』（有斐閣・2013年・単著） 

 

◆大迫 惠美子（おおさこ えみこ） 

  ○東京弁護士会会員  

    1994 年 弁護士登録 

  1997 年～ 荻窪法律事務所 

○委員会活動： 

・日弁連消費者問題対策委員会（金融サービス部会・消費者行政部会・民事司

法プロジェクトチーム）委員 

・日弁連民事裁判手続に関する委員会幹事 



 ・東京弁護士会消費者問題特別委員会委員 

 ・東京弁護士会非弁提携問題対策本部委員 

 ・東京弁護士会市民窓口委員会委員 

 ・東京弁護士会住宅紛争審査会紛争処理委員 

 ・東京三弁護士会金融ＡＤＲあっせん人・仲裁人 

 ○その他活動：  

  ・東京都消費者被害救済委員会委員 

 ・立教大学法科大学院非常勤講師（消費者法） 

 ・全国証券問題研究会代表幹事 

  ・ジャパンライフ被害弁護団全国連絡会議事務局長 

 ・その他被害弁護団多数団員 

 

◆大高 友一（おおたか ともかず） 

◯第一東京弁護士会会員 中本総合法律事務所東京事務所 

 1999年 弁護士登録（京都弁護士会） 

 2003年～2005年 内閣府国民生活局消費者企画課課長補佐 

 2010年 大阪弁護士会登録替 

 2012年 ロンドン大学UCL校LLM修了 

 2017年 第一東京弁護士会登録替 

◯委員会等 

 日本弁護士連合会消費者問題対策委員会幹事（現任） 

 特定非営利活動法人消費者支援機構関西（KC's）被害回復検討委員会委員

（現任） 

 内閣府消費者委員会集団的消費者被害救済制度専門調査会委員（2010年～

2011年） 

 消費者庁「特定適格消費者団体の認定・監督に関する指針等検討会」委員

（2014年～2015年） 

 消費者庁「消費者団体訴訟制度の実効的な運用に資する支援の在り方に関す

る検討会」委員 

（2015年～2016年） 

◯執筆等 

・日本弁護士連合会消費者問題対策委員会編「コンメンタール消費者裁判手続

特例法」（民事法研究会、2016年、共著） 

・「集団的消費者被害救済制度成立の意義と課題」現代消費者法23号）（民事

法研究会、2014年） 

 



◆石田 幸枝（いしだ ゆきえ）氏 

○1992年 船橋市消費生活センター消費生活相談員、2016年消費生活相談員ア

ドバイザー 

1992年 公益社団法人全国消費生活相談協会の会員 

2005年～2015年 同協会IT研究会代表 

2011年 同協会理事・消費者団体訴訟室長 

○委員 

・総務省・電気通信事業分野における競争ルール等の包括的検証関する特別委

員会 

・消費者保護ルールに関するＷＧ 

・消費者保護ルール実施状況のモニタリング定期会合 他 

・千葉県消費者行政審議会委員 
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2019 年 7 月 6 日 

特例法裁判制度の機能と限界 

慶應義塾大学 

三木 浩一 

１ はじめに 

◎ 消費者裁判手続特例法

・ 2013 年 12 月 4 日成立、2016 年 10 月 1 日施行

→ 制度の創設から 5 年半

→ 制度の施行から 2 年半

* 以下、同法に基づく集合訴訟制度を「特例法裁判制度」と呼ぶ。

◎ 全国の特定適格消費者団体

・ 消費者機構日本（2016 年 12 月 27 日）＜東京＞

・ 消費者支援機構関西（2017 年 6 月 21 日）＜大阪＞

・ 埼玉消費者被害をなくす会（2018 年 4 月 24 日）＜埼玉＞

◎ 特例法裁判制度による提訴案件

・ 東京医科大学（2018 年 12 月 17 日）［入学検定料等の返還請求］

・ ONE MESSAGE・泉忠司（2019 年 4 月 26 日）［仮想通貨バイブル DVD・パルテ

ノンコース購入代金返還請求］

* 他に、是正申し入れ案件 10 件弱。

◎ 本講演の目的

→ 本制度による場合には、何ができないのか？

→ 本制度による場合には、何ができるのか？

→ 伝統的な集団訴訟や個別訴訟の役割は？
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２ 立法の経緯 

◎ 消費者契約法（民法の特別法）の立法

・ 消費者契約法の検討開始（1994 年 4 月）

→ 国民生活審議会消費者政策部会

・ 2000 年 4 月 28 日成立、2001 年 4 月 1日施行

・ 当初は、全体で 12 か条で、実体規定のみ

→ 不当な消費者契約の意思表示の取消し

→ 不当な消費者契約の条項の無効

・ 国会審議における附帯決議

→ 被害差止請求を可能にする団体訴訟の検討要請

◎ 団体訴訟制度（差止請求訴訟）の立法

→ 国民生活審議会消費者政策部会報告書（2003 年 5 月 28 日）

→ 消費者団体訴訟制度検討委員会（第 1回委員会は 2004 年 5 月 24 日）

○ 制度の創設（改正消費者契約法）

・ 2006 年 5 月 31 日成立、2007 年 6 月 7日施行

→ 消費者契約法における不当勧誘行為の差止め

→ 消費者契約法における不当契約条項の差止め

・ 対象の拡大

→ 景品表示法、特定商取引法（2008 年）、食品表示法（2013 年）

・ 国会審議における附帯決議

→ 被害回復請求を可能にする団体訴訟の検討要請

◎ 特例法裁判制度（被害回復訴訟）の立法

→ 集団的消費者被害回復制度等に関する研究会（2008 年 11 月）［内閣府］

→ 集団的消費者被害救済制度研究会（2009 年 11 月）［消費者庁］

→ 集団的消費者被害救済制度専門調査会（2010 年 10 月）［消費者委員会］

* わが国の集合訴訟制度は、歴史的に、消費者保護法制として作られてきた。

* 欧米の制度は、民事訴訟法の特別手続として作られてきた。

* 消費者保護法制としての意義の反面、消費者保護法制としての限界がある。
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３ 本制度の概要 ＜この制度によって何ができるのか＞ 

◎ 二段階型の訴訟手続

・ 訴訟審理を「共通争点」と「個別争点」に分ける。

・ 最初に、「共通争点」の審理を先行させ、「共通争点」に対する判断を確定。

・ その後、被害者の参加を得て「個別争点」を審理し、個別賠償額を確定。

・ 「個別争点」の審理・判断は簡易な手続。

・ 集団的な和解による解決も可。

* 多数の消費者の共通的な被害事件では、基本的に共通争点と個別争点が存在する。 

ex) 電鉄会社が一定区間で運賃を走行区間に比して過剰に設定していた。 

・ 同区間における運賃の過剰設定の有無 ←共通争点

・ 乗客ごとの乗車区間や乗車期間 ←個別争点

* 共通争点の審理を先行させることによって紛争解決の効率化と迅速化を図る。

・ 共通争点については一括的な審理と判断が可能。

・ 共通争点を先行させることで事件の全体像の把握が容易。

* 個別争点は手続を集団化しても基本的には個別審理と個別判断が必要となる。

・ 個別争点が定型的であるほど個別審理と個別判断の必要性が減少。

・ 個別争点の審理・判断に簡易な手続を導入して問題を軽減。

・ 和解による場合には個別審理と個別判断の省略が可。

◎ 本制度の機能

○ 特定適格消費者団体を主体とする訴訟の仕組みである。

・ 自身での提訴を躊躇する被害者の救済

・ 少額多数の被害者の救済

・ 大企業などの大きな相手方に対する対峙力

○ 多数の被害者の絡む事件を効率的かつ迅速に処理できる。

・ 第 1 段階における共通義務の確認判決（3条〜11 条）

・ 第 2 段階における簡易な確定手続（14 条〜47 条）

・ 第 1 段階と第 2 段階における和解（10 条、37 条）
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４ 本制度の限界 ＜この制度では何ができないのか＞ 

(1) 当事者適格

◎ 原告適格

○ 特定適格団体（2条 10 号）

・ 特定適格消費者団体としての認定（65 条） ＜現在 3団体＞

→ 適格消費者団体としての認定 ＜現在 19 団体＞

→ 適格消費者団体からの二重認可

・ 特定適格消費者団体に対する監督（85 条、86 条）

→ 特定認定の取消しの可能性

→ 取消しによる原告適格の喪失（86 条、87 条）

* 被害が財産的又は精神的に重大であるほど、被害者自身が主体性を求める。

* クラスアクションや一部の団体訴訟は被害者に集合訴訟の当事者適格を認める。 

* アメリカにおけるパレンス・パトリー訴訟（父権訴訟）

* ブラジル型クラスアクションにおける自治体政府の提訴権

* 欧州型団体訴訟の政府機関の提訴権

◎ 被告適格

○ 事業者（2 条 2 号）

・ 法人その他の社団又は財団

→ 社団又は財団は自動的に事業者

・ 事業を行う場合における個人

→ 会社の代表者や執行役員（×）

→ 法人や団体の経営者（×）

→ 担当者や従業員（×）

* 詐欺的事件では団体には資産がなく、背後の個人に資産があることが多い。

* 団体と個人を同一の手続で同時に訴えることに意味があることも多い。
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(2) 共通性と支配性

◎ 「共通性」要件（2条 4号）

・ 相当多数の消費者に「共通する事実上及び法律上の原因」に基づく請求権

ex) 投資詐欺 

→ 被害者ごとに勧誘の手段やセールストークが異なる

→ 被害者ごとに能力等の属性が異なる

→ 被害者ごとに購入した投資商品や投資態様等が異なる

ex) 悪質販売 

→ 被害者ごとに被害者ごとに勧誘の手段やセールストークが異なる

→ 被害者ごとに能力等の属性が異なる

◎ 「支配性」要件（3条 4項）

・ 個別争点の多様性が高い場合は、共通義務確認訴訟は却下される

ex) 製品事故事案 

→ 製品の瑕疵や不具合の有無又は程度にバラツキがある場合

ex) 過払金返還請求事案 

→ 消費者ごとの貸し借りの態様や充当計算の方法が多様

ex) 損害保険金不払事案 

→ 保険事故の発生や態様は消費者ごとに多様

* 東京医科大学事件でも、不合格の結果、浪人して予備校等に行くことになった

場合の予備校代などは支配性を欠く。

* 「共通性」要件と「支配性」要件は集合訴訟の本質に由来する

→ アメリカのクラスアクションでも厳しく認定される。

→ 共通争点のみならず個別争点も共通性が高くなければ意味がない。

* 和解による解決との親和性

→ 世界的にも集合訴訟では和解による解決が本来ルートである。

→ クラスアクションでは訴訟上の和解が効果的

→ 特例法裁判手続では訴訟外の和解が効果的
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(3) 消費者契約性 

   

  ◎ 消費者と事業者の間の消費者契約に基づく請求権（3条 1項）   

   

  ・ 本制度の対象適格が認められるもの 

   ○ 消費者契約上の債務の履行請求 

   ○ 消費者契約に関する不当利得返還請求 

   ○ 消費者契約上の債務不履行に基づく損害賠償請求 

   ○ 消費者契約上の契約不適合担保責任（瑕疵担保責任）に基づく損害賠償請求 

   ○ 消費者契約に関連する不法行為責任に基づく損害賠償請求 

 

  ◎ 金銭支払義務についての請求権（3条 1項） 

   → 物の引渡しを求める請求権（×） 

   → 不動産の明渡しを求める請求権（×） 

   → 作為や不作為を求める請求権（×） 

   

  ・ 本制度の対象適格が認めにくいもの 

   ex) 個人情報漏洩事案 

    → 情報保有者と情報主体との間に消費者契約がない場合が多い。 

   ex) 投資被害事案 

    → 被害者がセミプロの投資家である場合は消費者契約とはいえない。 

   ex) 不法行為事案 

    → 消費者契約を伴わない不法行為事件は対象外。飛行機が民家に墜落した場

合の民家の居住者等。   

    → 福島の原発事故に基づく住民や農作物の被害も対象外。 

 

   * 前述した立法の歴史と役所の所管に由来する。 

   * クラスアクションは、雇用問題事件、人権問題事件、不法行為事件が多い。 

    → ウォルマート事件 =雇用問題 

    → グーグルブック事件 =著作権侵害事件 

   * ブラジル型団体訴訟や欧州型団体訴訟も対象の限定はない。 
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(4) 追加的な制約

◎ 拡大損害（3 条 2 項 1号・3号）

→ 因果関係及び損害の個別性が高く、類型的に支配性の要件を欠く。

ex) 購入した製品の発火により同居者が損害を受けた場合は対象外。 

◎ 逸失利益（3 条 2 項 2号・4号）

→ 逸失利益の存否及び額の個別性が高く、類型的に支配性の要件を欠く。

ex) 購入した製品の発火で将来の営業利益を喪失しても対象外。 

◎ 生命身体損害（3 条 2項 5号）

→ 因果関係及び損害の個別性が高く、類型的に支配性の要件を欠く。

ex) 航空機や列車の運送契約は消費者契約だが、死亡や傷害は対象外。 

◎ 慰謝料（3条 2項 6号）

→ 拡大損害と同質。

  ex) 東京医科大学事件のような事案でも慰謝料は対象外。 

(5) 債務不存在確認事件

◎ 事業者が消費者に対して負う金銭の支払義務（3条 1項）

・ 原告=権利者、被告=義務者である必要がある。

・ 第二段階の訴訟物は金銭給付請求権である必要がある。

→ 債務不存在確認型の事件は対象外。

ex) 愛染苑山久事件 

着物のモニター商法により高額の和服のクレジット契約を結ばせた。 

→ クレジット債務の不存在確認訴訟を提訴。

ex) 絵画レンタル事件 

→ クレジット債務の不存在確認訴訟を提訴。
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(6) 犯罪型被害・詐欺的被害

◎ 特例法裁判手続は通常の民事訴訟

・ 民事による解決に適した事件が前提

→ 犯罪型や詐欺型の事案は刑事や行政による救済

ex) KKC 事件 ←出資法違反で捜索差押え、債権者破産の申立て。 

ex) 法の華三法行 ←詐欺罪で摘発、債権者破産の申立て。 

→ ネット関係や外国が絡む事件は国際的対応

ex) MRI インターナショナル事件 ←アメリカの裁判手続 

◎ 事業用財産の不存在

・ 通常執行ではなく破産手続による対応が必要

→ 破産手続への移行の仕組みの不存在

ex) KKC 事件 ←破産手続で対応。 

ex) 法の華三法行 ←破産手続で対応。 

* 立法当時から犯罪型被害や詐欺型被害には対応困難との認識は共有されていた。 

* 消費者庁などの公的機関に破産申立権を付与する立法の議論はあった。

(7) 行政による救済に適した事案

◎ 拡散型の消費者被害

ex) 偽装表示による不当な価格での購入又は購入自体の被害

→ 個別の消費者の個別の被害を具体的に観念しうるか？

→ 個々の被害者を具体的に捜し出して特定できるか？

→ 個々の損害額を具体的に立証できるか？

・ 民事裁判による対応ではなく、行政処分による対応が必要

○ 一定の賦課金の納付を命ずる方法（課徴金等）

○ 違法収益額に相当する金銭の納付を命ずる方法（収益剥奪）

* アメリカ連邦取引委員会（FTC)による公益訴訟

* アメリカにおける州政府の公益訴訟
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５ 伝統的な手法との役割分担 

 

 ◎ 本制度が使い勝手がよいのは、どのような場合か？ 

  ○ 個別争点における定型性や共通性が高い事案 

   ex) 学納金返還請求事案 

    → 共通争点 = 入学辞退者の授業料の返還を認めない学則の違法性 

    → 個別争点 = 入学辞退者が返還を求める授業料の金額は一律 

   ex) 電鉄会社が一定区間で運賃を走行区間に比して過剰に設定していた。 

    → 共通争点 = 運賃の設定方法の違法性 

    → 個別争点 = 乗客ごとの損害額は異なるが損害の計算式は同じ。 

  ○ 差止請求訴訟との連動が可能な事案 

   ex) 学納金返還請求事案 

    → 差止請求訴訟 = 入学辞退者の授業料の返還を認めない学則の差止め 

    → 被害回復訴訟 = 入学辞退者の授業料の返還請求 

  ○ 本制度による提訴を圧力とする和解交渉 

   * とりわけ提訴前の和解交渉の手段としての利用 

   * 本制度は、「使わない」という「使い方」がベスト？ 

    → 提訴前の和解であれば、本制度の限界を超えることが可能。 

    → クラスアクションも和解のための手段（判決率は 0.1％） 

 

 ◎ 伝統的な手法の存在意義 

  ○ 伝統的な集団訴訟の必要性 

      ex) 東京医科大学事件 

  ○ 伝統的な個別訴訟の必要性 

   ex) 東京医科大学事件 

 

 ◎ 将来に向けてのあるべき姿とは？ 

  ○ 本制度と伝統的な手法の望ましい棲み分けの姿は？ 

  ○ 本制度と伝統的な手法の協働は可能か？ 

  ○ 本制度を改正することは可能か？ 

  ○ 伝統的な手法は変わるべきか？ 
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消 費 者 集 団 被 害 事 件 と 弁 護 士 の 取 り 組 み                                    

 

                                      東 京 弁 護 士 会  弁 護 士 

大 迫 惠 美 子         

 

第１ 過去の消費者集団事件の例 

１９９６（平成８）年   

１   ＫＫＣ（経済革命倶楽部）事件 

 代表者山本一郎が，「買えば買うほど儲かる未常識経済理論」をうたって，1

万 2,000 人から 350 億円集めた。入会する会員は，健康食品，浄水器，「平成小

判（ＫＫＣ作）」を購入して代金を支払うとともに，新たに１人を会員に勧誘す

る。そうすると月々配当がもらえる。 

 しかし事業実態は全くなく，新たに入った人の支払った金銭を前の人に配当す

る自転車操業。ただし，１人しか紹介しないので無限連鎖講（２人以上紹介）に

は該当しない。 

 出資法違反で捜索差押え，詐欺罪で摘発。山本一郎は懲役８年の実刑。 

  弁護団は，被害者を集め，債権者破産の申立。破産申立人になってもらうとこ

ろから説得。破産申立予納金も着手金と弁護団長が法律扶助協会から個人として

借入れた金銭でまかなった。 

 

２ オレンジ共済組合事件 

 友部達夫が資金を作って政治活動をする目的で，自ら運営する共済組合で「オ

レンジスーパー定期」を募集。年利６～７％の利息を約束。低金利時代に苦しむ

高齢者を中心に 93 億円を預けさせた。 

 組合に運用実態は全くなく，集めた資金は，政党への政治献金に使われ，それ

により当該政党の比例区の名簿順位が上がった友部達夫は参議院議員に当選し

た。また組合の理事だった友部の妻や次男も預かり金を私的流用し，そのほとん

どが失われた。友部達夫，妻，次男は詐欺罪で逮捕。 

 弁護団は，共済組合の財団形成が困難な見通しだったため，債権者破産申立は

諦め，役員，定期の募集を行った代理店ら関係者多数に対する不法行為訴訟を受

任した。友部達夫は逮捕後も国会議員を辞任せず，実刑が確定する４年後まで歳

費をもらい続け，その額は 1 億 6000 万円に昇ったが弁護団はこの歳費を差し押さ

えた。また政党に対する政治献金やオレンジ共済組合を公益財団にする手続を行

った弁護士への報酬の返還請求も行った。 

 集めた金銭は，被害額に応じて按分配当するとの承諾を，予め受任した被害者

らから得て弁護団を結成し，回収した金銭を割合的に配当した。 

  

３ 法の華三法行 

    教祖福永法源や幹部数人が足裏診断を行い，「このままではガンになる。」「前
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世の因縁を放置すると家族が不幸になる。」などと不安にさせ，高額の費用を払

わせて「修行」に行かせ，１週間程度，睡眠時間や食事も十分取れない状態を作

って判断力を低下させ，高額な掛け軸や仏舎利と称するものを買わせた。足裏診

断にはマニュアルがあり，「一目見て，あ！などと大声を出し驚いてみせる」「う

ーん，大変だ。苦を刻んできた足裏だ，などといって不安にさせる。」などと書

かれていた。 

  福永法源と教団の実質的経営者だった母親，幹部らが詐欺罪で摘発され，福永

法源は懲役８年の実刑となった。 

  弁護団は 初は不法行為訴訟を提起し，損害賠償を得たが，その後刑事摘発を

受けてさらに多数の被害者らが救済を求めるようになると，債権者破産の申立に

切り替え，破産決定を得た。 

 

４ ココ山岡ダイヤモンド商法事件 

  ココ山岡は全国のショッピングビルや繁華街に店舗を展開する宝飾店であった

が，独身男性を中心に強引に勧誘して，実際の価値より高い値を付けた「鑑定書」

付きのダイヤモンドを，「５年後にはその値段で買い戻す」との特約をつけて販

売した。買戻の期限が来ると，売上より買戻の額が上回ったため，買戻が実行さ

れなくなった。その結果，顧客には価値の低いダイヤモンドが残り，多額のクレ

ジット負債が残ることになった。 

  役員が詐欺罪で起訴され実刑となった。 

  弁護団は，信販会社を相手に未払い債務の不存在確認と既払い金の返還を求め

て提訴し，訴訟上の和解をした。 

 

１９９７（平成９）年 

５ 和牛預託商法 

    出資金を出して和牛のオーナーになり，その肥育を牧場に委託して成牛にすれ

ば，出荷して高級牛肉として高額で売ることができ，出資金の回収と利益を得る

ことができるとの触れ込みであったが，ほとんどの牧場に契約数に見合う牛が存

在せず，後から契約した人の出資金を先に契約した人への返還金等に充てる自転

車操業であった。 

  出資法違反などで刑事摘発された牧場もあったが，摘発を免れた牧場も多くあ

った。 

  弁護団は，依頼を受け個別に回収に当たったもの，破産申立を行ったものなど，

牧場ごとに対応が分かれた。 

 

１９９９（平成１１）年 

６ 愛染苑山久 

    着物のモニター商法。求人広告などで集めた女性に，和服のモニターになるよ

う勧誘し，月々のクレジット代はモニター料として山久が負担するからと，何本

もの高額な和服のクレジット契約を結ばせた。 
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 山久ではほとんど全ての売上がモニター商法によるもので，破綻必須の商法で

あった。被害者は１５００人を超え，数百万円ものクレジット債務を負担させら

れたまま，山久は破綻した。 

 弁護団は，クレジット会社との間で債務不存在確認訴訟を行い，ほとんどの被

害者について，訴訟上の和解をし，残債務の５％を支払ってその余の免除を得た。 

２００１（平成１３）年 

７ 大和都市管財抵当証券事件 

年６％配当をうたう抵当証券を販売した大和都市管財が破綻した。証券には不

動産抵当権という裏付け資産があることになっていたが，実際には那須，北海道

などの換価価値が低い土地を実際より高く評価して抵当権を設定するなど，価値

が乏しいものだった。約１万７０００人に売り，集めた額は１１１２億円。 

社長は詐欺罪で懲役１２年の実刑。 

自己破産申立。 

弁護団は国賠訴訟提起。 

８ 八葉物流事件 

マルチ商法。代理店になって健康食品の販売等を行えば，１年間で出資金が２

倍になる，と勧誘。５万人の会員から１５００億円を集めた。会員になった者に

は新規に郵便貯金の口座を開かせ，新しい通帳を八葉物流の入出金専用に使わせ，

それを見せて「毎月間違いなく高額の配当が振り込まれてくる」といって，勧誘

ツールにさせた。

単なる金銭配当システムなので，破綻。

主要な役員が組織犯罪処罰法で起訴，会長は懲役９年の実刑。

準自己破産申立。破産管財人がマルチ商法は公序良俗違反との立論で，幹部な

ど高額の利益を得た者ら数名に対し返還請求訴訟を提起。それ以外の，利益を得

て終わった者らにも個別に内容証明を出すなどして，回収。 

２００６（平成１８）年 

９ ライブドア証券取引法違反事件 

 自己株式を用いて５０億円の粉飾をして有価証券報告書に虚偽の記載をしたと

して代表者ほか幹部数人が逮捕された事件。その虚偽記載によって株価がつり上

げられ，一般株主が不当に高い値段で株を購入させられた。 

代表者の堀江貴文は，懲役２年６ヶ月実刑。 

弁護団が結成され，訴訟。 

 この事件では，「新しいタイプの弁護団」が現れた。ある事務所が「原告募集」

と銘打って被害者を募集。 

２００７（平成１９）年 

１０ ワールド・オーシャン・ファーム事件 
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１１ エル・アンド・ジー事件 

１２ アートクラシックス絵画レンタル事件（エレメント商法事件） 

過去に，キャッチセールスなどの被害に遭って，クレジット債務を負担した

経験のある者に，「クレジット被害救済団体」を名乗って近づき，クレジット

（個品割賦購入あっせん）を使って絵画を購入し，レストラン，ホテルなどに

レンタルしてレンタル料を得ることで，クレジット債務の支払いを完済しつつ

利益も得て，昔の被害の分も回収可能と勧誘。 

 首謀者は，山口組系後藤組良知組幹部。組織犯罪処罰法違反（組織的詐欺）

で逮捕，起訴された。実刑。 

個品割賦購入あっせん業者各社と，債務不存在確認訴訟。 

２０１０（平成２２）年 

１３ 岡本倶楽部事件 

熱海の老舗，岡本ホテルが幾つかのホテルを買収して岡本グループを形成し，

岡本グループ内のホテル等１１カ所を利用できる上，５年後の満期には元本保

証で償還されるという会員権を多数の消費者に販売した事件。ホテルは５年の

満期直前に破綻。８０００人から２００億円集めたといわれる被害。 

 首謀者は山口組系暴力団員。集めた金銭が同人の複数の愛人に渡るなど放埒

に費消されていた。同人は懲役１８年実刑になり，８年めの本年獄中死した。 

そのほか，会員権販売を進めた社長も実刑になった。 

破産の申立がされたが異時廃止に終わった。 

 弁護団は関係者からの回収をねらい，首謀者の愛人ら，グループ会社の代表

者，会員権販売で歩合を得ていた従業員，金銭が流れた暴力団員などを次々と

訴え勝訴判決を得た。しかし，回収はあまり奏功したとはいえない。 

２０１１（平成２３）年 

１４ 安愚楽牧場事件 

平成９年に全国的に問題となった和牛預託商法であるが，当時，それなりの

数の和牛を抱えていた安愚楽牧場は摘発されず，破綻も免れたが，しかし，和

牛肥育で得られる実際の利益と，オーナーに配当する金銭の釣り合いが取れて

いない無理なビジネスモデルであったから，結局は破綻した。 後は，預託契

約に比べ，実際の牛の数が足りないという実情に陥っていた。被害人数７万人，

被害額４２００億円，戦後 大の消費者被害事件の記録を更新した。 

経営者らは預託法違反で起訴され，実刑。 

初民事再生を申し立てたが，破産に移行した。 

 弁護団は，国の検査体制が杜撰であったと指摘して，各地で国家賠償請求訴

訟を起こした。 

２０１３（平成２５）年 

１５ ＭＲＩインターナショナル事件 
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アメリカネバダ州ラスベガスに本社を置くＭＲＩインターナショナル社の代

表者は日系３世エドウィン・ヨシヒロ・フジナガであるが，同社は，アメリカ

の医療機関から診療報酬債権を買い取り，保険会社に請求する債権回収業務を

行うと称し，この事業への投資を証券化して販売した。購入者は日本在住の日

本人のみに限定し，同社は日本の第２種金融商品販売業の資格も取得して，大

手新聞などの広告を使って大々的に宣伝，販売した。年配当６～８％をうたう

とともに，元本保証ではないが元本確保型であるといって，確実で有利な証券

として販売した。８０００人に延べで１８００億円販売したといわれる。 

 首謀者のフジナガは，アメリカネバダ州で詐欺として起訴され，１審では懲

役５０年の刑を言い渡された。 

 被害者が全員日本在住の日本人のみ，財産は全てアメリカにあるという困難

な状況下で，まずはアメリカのＳＥＣ（証券取引等監視委員会に該当）が課徴

金を課す裁判を行った。引き続き，弁護団はアメリカの弁護士に依頼してクラ

スアクションを起こした。

また，日本支社の経営者一家に対し，不法行為訴訟を提起し，判決を得た。

回収のほとんどがアメリカ在住の資産なので，和解をして任意の支払いを得

るべく作業中。 

２０１４（平成２６）年 

１６ スカウト詐欺事件 

 繁華街で若年女性を中心に声をかけてモデルにスカウトし，脱毛のエステテ

ィックサービスを無料で受けられるシステムがあるなどと勧誘し，女性らに月

々の分割払い金はこちらで負担するなどといっては個別信用購入あっせんによ

りエステ契約を結ばせていた。やがて月々の支払いは止むが，その際，販売店

側が弁護士を用意して，クーリングオフ通知を信販等に発するのが特徴的な手

法であった。 

 信販会社等が被害者らに信販債務の支払いを求めて提訴したことから問題と

なった。 

 弁護団は，応訴して和解。ほとんどの人について請求額のごく一部を支払っ

て終了させた。 

２０１７（平成２９）年 

１７ ジャパンライフ事件 

昨年破綻した預託商法。家庭用磁気治療器を購入して，ジャパンライフ社に

預けると，同社が他にレンタルしてレンタル料を得られるとの触れ込みで，定

額のレンタル料が支払われ続けるとの商法。しかし，実態は契約数に見合う商

品は存在せず，金銭配当システムになっていた。 

 消費者庁が４度の業務停止処分を行ったが，それによっては営業を止めるこ

とができず，１年以上生き延びていたが，ついに配当が止まって破綻。 

被害者を抱えた全国各地で弁護団が結成され，先駆的に被害救済に当たって
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いた愛知県，秋田県，福井県の被害者から破産申立人を募って債権者破産申立。

破産予納金は，先物被害全国研のメンバーを中心とした各地弁護団が蓄えてい

る消費者救済基金などに支援を依頼。各地からの貸与を受けて予納できた。 

２０１８（平成３０）年 

１８ ケフィア事件 

２０１９（平成３１）年 

１９ ヒッグスコミック，ルーフ，大河のほとり事件 

エステ会員権のレンタル商法，健康食品のモニターなどある商品の販売契約

を結ばせてクレジットカードでの決済をさせ，月々のカードへの支払いは，レ

ンタル料収入あるいはモニター料収入からできるので負担なし，などのうたい

文句で勧誘する。過去のクレジット詐欺被害が個別信用購入あっせんを利用す

るものだったのに，規制が強化されたため，カード決済（包括信用）に移行し

たもの。海外ブランドのアクワイアラーと契約する決済代行が利用されている。

クレジットカードを複数枚，同時に同一商品の代金支払いに使われるため，信

用枠の規制が潜脱されている。 

 使われているカードのイシュアーは，加盟店管理義務を履行できない仕組み

なので，落ち度がないのに割賦販売法上の抗弁接続を主張されるという立場。

今後裁判例の集積の中で，これまで消費者に「信義則上」一部支払いが求めら

れてきた額について，「相場」の変化があるのかないのか，注視する必要有り。 

第２ 事件の内容・解決方法による分類 

１ 不法行為訴訟等，個別の回収を目指す事件 

相手，あるいは関係者の責任追及をする方法。 

 問題点としては，①時間がかかる。相手内部の分担等解明できないものがあ

る。民法の共同不法行為の規定は非常に使いづらい。 

②判決を得ても，執行の困難が伴う。周到な財産隠しなどがあると探索が不

可能。 

③集団事件内の利益相反が生じる。ある規模の人数になった時点で，「第１

次」「第２次」と集団を分けて提訴したりすると，結果が出るまで時間差が生

じ，第１次は回収できたが，第２次以降は全く回収出来ないなど解決内容に差

が生じることがある。 

２ 破産申立 

債権者破産を申し立て，財産保全と平等分配を目指す方法。 

 債権者の中で，破産申立人になってくれる人を確保することと，予納金の手

当が必要。大型消費者集団事件では，予納金が巨額すぎて用意できない。 

また，破産法上，申立人になっても，予納金を出しても，そのほかの債権者

と比べ何のメリットもないことがネック。 
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 ３ 債務不存在確認 

   信販等の負債について，抗弁の接続などで債務不存在を主張する型の訴訟を

提起するもの。勝訴すれば被害回復は確実にされる。 

   現在の裁判例の大勢は，消費者にも一定の落ち度があるとして，信義則上あ

る程度の支払義務があるとするのが主流。但し，かつてより，その負担額は減

る傾向にあるという感触。 

 

第３ 集団消費者被害事件と弁護団の取組 

  １ 弁護団結成まで 

 (1)   弁護士会からの要請に基づく場合 

 (2)   常設の弁護団内に設けられる場合 

 (3)   各法律事務所内，数人の知人弁護士により結成 

 

 ２ 着手時の依頼者への情報提供・受任手続 

 (1)   個別面談型 

 (2)   説明会型→郵送で書類送付 

 

 ３ 弁護団を維持し続ける管理方法 

 (1)   連絡のつかなくなる依頼者  和解の意思確認ができなくなる。 

 (2)   弁護団員の脱落 

     

 ４ 回収・執行，費用 

 (1)   財産探知の困難 

 (2)   書類の謄写等も膨大な量になる 

                                                  以上 
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